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　農学部は、明治30年に創設された京都帝国大学の7番目の学部として、大正12年に農作園芸

学科（後に農学科と改称）・林学科・農芸化学科・農林生物学科・農林工学科・農林経済学科

の6学科より出発した。研究方法によって学科を区分する純粋科学的な農学の発展を展望する独

自の学風が掲げられた。その後、建学の精神を生かしつつ、時代の要請に応えて水産学科、林産

工学科、食品工学科並びに畜産学科が設置され、昭和40年代後半には総合的に農学を展開する

体制が整えられた。

　農学研究科は、昭和28年に京都大学に大学院が設置されるに伴い発足した。昭和56年には

東南アジアやアフリカ地域を主な研究対象とした熱帯農学専攻が設置され、学部10学科、研究

科11専攻の陣容が整い、基礎と応用を網羅した総合農学にふさわしい教育研究体制が整備され

た。

　このことを反映して、本学部の卒業生は農学関連の範疇にとどまらず、医薬品工業・製造業・石

油化学工業を始め多様な分野に進出している。大学院修了者は国公立の教育研究機関や企業の

技術開発分野への進出が著しく、本研究科の重要な役割を特徴づけている。

　京都大学は基本理念として、地球社会の調和ある共存に貢献することを重要な柱に掲げてい

る。本研究科が目指す総合農学を端的に示す「生命・食料・環境」は、この基本理念を農学的に

具体化したものである。食料にかかわるあらゆる科学を、バイオサイエンスの先端的展開と環境と

の調和への総合化を基軸として展開し、人と自然の豊かな共存の道を開こうとするものである。

　20世紀の終盤に至り、人類生存にかかわる地球的課題が急速に顕在化する中、本学部と研究

科は、平成7年度から平成9年度にかけて大学院重点化を進め、大学科制を柱とする学部改組を

行った。さらに、平成13年度には食糧科学研究所との統合による研究科の強化と学部の再改組

を行い、6学科7専攻体制を取るに至った。このことにより、建学以来一貫して求めてきた自然科

学と社会科学の連携、地域性と国際性の重視、長期的視点と萌芽性の尊重などを内包した総合

的で学際的な研究のさらなる発展を可能にしている。本研究科が目指す農学の総合的展開は、よ

り幅広い農学関連領域への連携を深め、本学の将来構想にそって進められた生命科学研究科や

地球環境学堂を始めとする5つの独立研究科の創設に貢献するとともに、附属施設の全学的統合

によるフィールド科学教育研究センターの設置に中心的役割を果たした。

　以上のような学部・研究科の内的充実と外的広がりを進めつつ、わが国を代表とする農学の総

合研究拠点として、先端的・統合的研究を展開し、21世紀の社会が求める柔軟で総合的な思考力

とより高い専門性を兼ね備えた世界に羽ばたく人材の養成を目標に研究と教育を展開している。

研究科紹介
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農学部１０学科を生物生産科学科、生物機能科学科及び生産環境科学科の
３学科に改組

森林科学専攻及び応用生物科学専攻設置（再編整備）

農学専攻及び応用生命科学専攻設置（再編整備）

附属農場・附属演習林・附属亜熱帯植物実験所・附属牧場・附属水産実験所は
大学院研究科の附属施設に再編

農学研究科・食糧科学研究所の改組（統合）

農学研究科附属施設の演習林、亜熱帯植物実験所及び水産実験所が
全学共同利用として設置のフィールド科学教育研究センターへ移行

食品生物科学専攻設置（再編整備）

農学部３学科を資源生物科学科、応用生命科学科、地域環境工学科、
食料・環境経済学科、森林科学科及び食品生物科学科の６学科に改組

地域環境科学専攻及び生物資源経済学専攻設置（再編整備）

農　場

牧　場

農学専攻

森林科学専攻

応用生命科学専攻

応用生物科学専攻

地域環境科学専攻

生物資源経済学専攻

食品生物科学専攻

附属教育研究施設

2. 組　織

情報技術室

研究活動推進室

国際交流室

環境・安全・衛生技術室

広報室
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農学研究科及び農学部における教育研究・人材養成の目的

Ⅰ　教育研究の目的
　本研究科及び学部は、自由の学風を重んじる本学の基本理念を踏まえながら、世代を超えた生命の持続、安全で
高品質な食料の確保、環境劣化の抑制と劣化した環境の修復など、人類が直面している困難な課題の解決に取り組
み、本学が目指す地球社会の調和ある共存に貢献することを教育研究の目的とする。

Ⅱ　人材養成の目的
　上記目的の下、本研究科及び学部は、次のような人材を養成する。

1　学部
　農学及びそれに関連する学識と高い倫理性を身につけ、かつ、以下のような能力を備えた社会人
　（１）人類が直面する課題に対して、幅広い視野から科学的解決法を構想できる。
　（２）農林水産業及び食品・生命科学関連産業の意義と重要性を理解し、その発展に寄与できる。
　（３）生命・食料・環境に関わる世界水準の自然科学・社会科学研究が理解できる。

2　研究科
　学部で養った学識と倫理性をさらに深めることにより、高度な専門知識と研究技術を習得し、かつ、以下のような
使命感をもった教育・研究者、企業・公的機関における専門技術者、行政担当・政策立案者
　（１）生命現象の解明、生物の生産と利用、地域から地球規模に至る環境保全等に関する独創性の高い科学を担う。
　（２）農林水産業及び食品・生命科学関連産業の発展に貢献する画期的な技術革新を実現する。
　（３）現代社会の諸問題に様 な々角度から取り組み、環境との良好な関係を維持しながら、社会の発展を持続させ

るためにとるべき施策及び社会のあるべき姿を提起する。

農学研究科における入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー）

　農学とは、人類が地球上でいかに豊かで持続的な営みを確立して存在できるか、という最も重要で根源的な課題
に立ち向かい、最先端の基礎研究によって次の時代を支える「知の基盤」を築く学問領域である。農学研究科では、

「生命・食料・環境」をキーワードとして21世紀における地球規模の重要課題である、資源、エネルギー、地域社会、
情報、生活、健康、文化等にかかわる様々な課題に取り組んでいる。農学研究科は7専攻から構成され、それぞれ
異なるアプローチから人類の生存にかかわるこれらの課題に対処し、人類の福祉の向上と持続的な繁栄に貢献する
ことを目指した農学研究と人材育成を行っている。したがって、本研究科では、専門分野を学ぶために以下のような
資質を持つ学生を求める。
　１．幅広い視野と十分な基礎学力をあわせもち、かつ高い倫理性と強固な責任感を身につけた人。
　２．農学研究を通じて、社会の発展に貢献するという意識の高い人。
　３．研究課題を自ら設定することができ、その課題に果敢にチャレンジする意欲と研究遂行能力のある人。
　４．国際的視野に立った高いコミュニケーション能力を有する人。
　博士後期課程では、修士課程で求める学生像に加えて、農学の研究や関連する専門的な仕事に従事することを目
指し、研究においてリーダーシップが発揮できることを求める。

農学研究科における教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）

　農学研究科では、ディプロマ・ポリシーに掲げる目標を達成するために、各専攻において専門科目の講義、演習、
実験を開講し、国際高等教育院において提供される大学院共通科目群の講義とともに、コースツリーやナンバリング
に示す体系性や構造のもとで教育課程を編成している。また、各科目について内容詳細や学修成果の評価方法をシ
ラバスで明示している。

農学研究科修士課程
１．専攻学術とそれに関連する高度な専門知識を、各専攻が編成した講義、演習、実験により修得させる。国際高等

教育院が提供する大学院共通科目群の講義により、専門以外に素養として備えておくべき知識や技能を学ばせる。
２．それぞれの学生が教員との活発な対話のもと、課題研究に積極的に取り組み論文を作成することを特に重視す

る。これにより、未解明の問題に対するアプローチの仕方、論理的思考法、各領域の先端的な知識と実験技術、
科学倫理や研究への責任感を学ばせる。

３．研究の成果を学会等を通じて発表することを支援し、プレゼンテーション能力やコミュニケーション能力、討論

教育方針
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の技術を養わせる。また、国外の文献を読み解くために、英語による授業を積極的に実施する。
４．幅広い知識と経験、判断力を持つ学生を育てるため、主指導教員１名に加えて副指導教員を配し、個々の学生のニーズに

応えたきめ細かな指導を行う。副指導教員の選定は、各専攻で行う。

農学研究科博士後期課程
１．最先端の独創的な課題研究と論文作成を通じて、問題解決の手法、論理的思考法、発展的課題の設定法、科学倫理や研

究への責任感をより深く学ばせる。
２．自ら主体的に研究を展開し、必要に応じて課題に関連した他研究機関との共同研究あるいは産学連携、地域連携などの社

会貢献の経験が積めるように支援する。
３．研究の成果を国内外の学会や学術誌に積極的に発表することを支援し、プレゼンテーション能力および語学力を含むコミュ

ニケーション能力、討論の技術をいっそう高めるとともに、できるだけ多く自己の研究を客観的に評価する機会をつくる。
４．幅広く奥深い知識と経験、判断力と想像力を持つ学生を育てるため、主指導教員１名に加えて副指導教員を配し、個々の

学生のニーズに応えたきめ細かな指導を行う。副指導教員の選定は、各専攻で行う。

農学研究科における学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）

　農学研究科では、生命・食料・環境をキーワードとして21世紀における地球規模の重要課題である、資源、エネルギー、地
域社会、情報、生活、健康、文化等にかかわる様 な々課題に取り組んでいる。農学研究科は7専攻から構成され、それぞれ異な
るアプローチから人類の生存にかかわるこれらの課題に対処し、人類の福祉の向上と持続的な繁栄に貢献することを目指した
農学研究を行い、広い視野のもとで多面的かつ総合的な理解力や洞察力を併せ持ち、高度の専門能力を有する人材を育成する
ことが社会から期待されている。
　こうした人材を育成するための課程修了および学位授与基準は、修士課程と博士後期課程のそれぞれについて以下のようで
ある。

農学研究科修士課程
１．修士課程にあっては、所定の年限在学し、研究指導を受け、所定の単位を修得し、かつ、本研究科が行う修士論文の審査

および試験に合格した者に、修士の学位を与える。
２．修士課程修了にあっては、以下の点に到達していることを目安とする。
　（１）生命現象のメカニズム、生物の生産と利用、地域のレベルから地球規模に至る環境保全、人類の食料問題等に関する高

度な専門知識と研究技術を習得している。
　（２）それぞれの専門領域において独創性の高い科学を担い、画期的な技術革新を実現したり、社会の発展を持続させるため

にとるべき施策を提起することを自らの使命と感じている。
　（３）それぞれの専門あるいは関連する領域の研究者に自らの研究成果をアピールし、相互に理解を深めるためのプレゼン

テーション能力とコミュニケーション能力をもっている。
　（４）研究成果を世界に向けて発信するために必要なレベルの語学能力を身につけている。
３．修士論文の審査および試験は、上記の目安を勘案し、その論文が学術的意義、新規性、創造性、応用的価値を有している

か並びに、学位申請者が研究の推進能力、研究成果の論理的説明力、研究分野に関連する幅広い専門的知識、倫理性と
責任感などを有しているかを複数の審査員により審査する。

農学研究科博士後期課程
１．博士後期課程にあっては、所定の年限在学し、研究指導を受け、かつ、本研究科が行う博士論文の審査及び試験に合格し

た者に、博士の学位を与える。
２．博士後期課程修了にあっては、以下の点に到達していることを目安とする。
　（１）生命や社会現象に対する深い理解に基づいた高度な倫理性とバランス感覚を身につけ、人や自然との調和ある共存と秩

序ある人類の繁栄の維持に貢献できる。
　（２）それぞれの専門領域における深い学識と高度な実験技術・分析能力を備えている。またその学識と技術・能力を基盤と

して独創的な課題・テーマを設定し、自ら、それを解決・展開できる。さらにその成果を論文化する能力を有している。
　（３）必要に応じて国内外における他研究機関との共同研究を企画・実施するために、当該および関連分野の研究者に評価さ

れる論文を発表し、相互の理解を深化させるコミュニケーション能力を身につけている。
　（４）研究成果を国外に論文として発表し、国際会議で研究者と議論するなど、国際的研究活動を展開・推進する語学能力を

身につけている。
３．博士論文の審査および試験は、上記の目安を勘案し、その論文が国内外において高い学術的意義、独創性有用性、関連分

野への波及効果を有しているか、並びに学位申請者が研究の企画推進能力、研究成果の論理的説明力、研究分野に関連
する幅広い専門的知識、高い倫理性と強固な責任感などを有しているかを複数の審査員により審査する。


